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Evaluation of Damping Effect Considering Effective Damper Deformation
Ratio for High-rise Building 
:Part3  Prediction Method of Effective Damper Deformation Ratio 
Considering Plastic Deformation of Damper 
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1. はじめに 

既報（その 1，2）1)
では，静的解析のみから得られる骨

組特性値

2)
を用いた制振部材が弾性時の実効変形比（構造

体の各層に生じる層間変形のうち制振部材に有効に働く変

形成分の層間変形に対する割合）の予測式を示した。しか

し，既報

1)
の予測式は制振部材の塑性化および地震動の影

響を考慮することが出来ていなかった。そこで，本報（そ

の 3）では，時刻歴応答解析を行わずに制振部材の塑性化

および地震動の影響を考慮した実効変形比を予測する手法

を示し，その精度を確認する。 

 

2. 制振部材の塑性化を考慮した実効変形比の予測手法 

2.1 多質点系弾塑性せん断型モデルの置換法

2)

 

立体部材モデルから多質点系弾塑性せん断型モデルへの

置換法には，骨組特性値を用いた手法

2)
を採用する。せん

断型モデルは図 1 のように主架構を表す擬似フレームと付

加系部を表す擬似ダンパーおよび擬似ブレースで構成され

る。骨組特性値α N, Kbs の算出方法は既報

1)
を参照されたい。

以降，2.2 節において，せん断型モデルに作用する層せん断

力を算出し，2.3 節で実効変形比の算出を行う。 

2.2 変位一定則を用いた最大層せん断力の算出 

(1) 1 質点弾塑性系モデルへの置換方法 

図 2 に 1 質点弾塑性系モデルのモデル図および復元力

特性を示す。以下に，多質点系弾塑性せん断型モデルか

ら 1 質点弾塑性系モデルへの置換方法の手順について述

べる。ダンパーには履歴ダンパーを使用し，復元力特性

を完全弾塑性型とする。 

まず，1 質点弾塑性系モデルの剛性設定を行う。図 2(b)

に示すように，1 質点弾塑性系モデルの 1 次剛性，2 次剛

性をそれぞれ K'f + K'as，K'f とする。K'f + K'as はダンパー

設置時の剛性であり，K'f は主架構の剛性である。それぞ

れの剛性は，1 次の等価質量と弾性 1 次固有周期を用い

て，次式より設定される。 

 

 

ここで，1M's, 1Ts: ダンパー設置時の 1 次の等価質量，

弾性 1 次固有周期，1M'fs ,1Tfs : 主架構のみにおける 1 次の

等価質量，弾性 1 次固有周期である。1 質点系モデルの

諸元および応答値には「'」を，せん断型モデルの諸元お

よび応答値には「s」を付けて表記する。 

次に，1 質点弾塑性系モデルの降伏せん断力 y Q's を設

定する。y Q's は付加系の降伏せん断力 y Q'dsを設定するこ

とで定めることが出来る（図 2(b)）。なお，y Q'dsは，多質

点系弾塑性せん断型モデルに対して，Ai 分布に基づく層

せん断力を作用させた際に，いずれかの層の層せん断力

が，その層の降伏せん断力に達した時の第 1 層のダンパ

ーが負担するせん断力とする。 

(2) 1 質点弾塑性系モデルの最大層せん断力の算出 

次に，(1)でモデル化した 1 質点弾塑性系モデルと入力

地震動の変位応答スペクトルを用いて，変位一定則より

1 質点弾塑性系モデルに作用する層せん断力を求める。 

応答スペクトルを使用するには，1 質点弾塑性系モデ

ルでなく 1 質点弾性系モデルを用いる必要がある。そこ

で，1 質点弾塑性系モデルの最大変形を求めるためには

変位一定則を用いる

3)
（図 3）。1Tsと変位応答スペクトル

から最大変位δ 's を求め，変位一定則より， δ 's 時の 1 質

点弾塑性系モデルの最大層せん断力 Q's を算出する。得

られた Q's は，多質点系弾塑性せん断型モデルの第 1 層

に作用するものに相当するものとする。なお，δ 's 算出時

の減衰には，主架構の構造減衰を用いる。 

2.3 実効変形比の算出 

立体部材モデルと多質点系弾塑性せん断型モデルとの

実効変形比の対応関係は既報

1)
で示した。多質点系弾塑

性せん断型モデルの実効変形比α es,eqは(2) 式で表される。 
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 ここで，δ bsi :  i 層の擬似ブレースの変形である。i 層の

諸元および応答値には「i」を付けて表記する。 

(2) 式における層間変形δ si および擬似ブレースの変形

δ bsi は，多質点系弾塑性せん断型モデルの各層に対して，

以下に示す層せん断力 Qsi を作用させ算出を行う。Qsi の

高さ方向の分布形状は Ai 分布に基づく層せん断力比分布

を仮定し，第 1 層の層せん断力を 2.2 節の 1 質点弾塑性

系モデルから得られる Q'sとなるようにする。 

上述した層せん断力 Qsi を各層に作用させた際に，図

4(a)，(b)のように層間変形δ si が降伏変形 y δ si に達しない

場合（図 4(a)），達する場合（図 4(b)）がある。図 4(a)の

場合では弾性域のみの変形を，図 4(b)の場合では弾性域

および塑性域の変形を考える必要があり，それぞれで層

間変形δ si および擬似ブレースの変形δ bsi を算出する方法

が異なる。以下に，y δ si ≧δ si および δ si ＞y δ si の場合にお

けるδ si およびδ bsi の算出式を示す。 

① y δ si≧δ si の場合 

 

 

② δ si ＞y δ siの場合 

 

 

① および  ②の場合におけるδ si およびδ bsi を (2) 式に代

入し，実効変形比α es,eqの算出を行う。 

 

3. 実効変形比の予測値の精度検証 

 精度検証用の検討建物には，既報

1)
で用いた履歴ダン

パーを有する鋼構造超高層建物（図 5）を用いる。主架

構は弾性とし，主架構の弾性 1 次固有周期は 4.47秒で

ある。構造減衰は剛性比例の 2 %とする。解析用入力地

震動には，コーナー周期 0.64s 以上において SV が概ね
0.8 m/s(h = 5 %)となる模擬波 ART KOBE，SVを概ね 0.8 

m/s (h = 5 %)とした模擬波 ART HACHINOHE （位相特

性：HACHINOHE 1968 EW）を用いる。 

図 6 に，ダンパー量 d α y1 =  0.015，0.025，0.035 におけ

る時刻歴応答解析より求めた実効変形比α e （精解値）と

既報

1)
で提案した制振部材が弾性時の実効変形比の予測値

α es，本報で提案した制振部材の塑性化を考慮した実効変

形比の予測値α es,eqとを比較し，予測値の精度を示す。図

6より，d α y1 に関らず，予測値α es,eqは，上層で精解値α e

より小さい値をとるが，およそ 1 ～ 20 層ではα e と概ね

一致する。本予測手法は，高次モードを考慮していない

ため上層での誤差が生じるが，ダンパーのエネルギー吸

収量の大部分を占める下層および中層に対する予測精度

は十分であり，有用な手法と言える。既報

1)
で提案した

α esに比べ，α es,eqはα e の傾向を捉えるのに有効である。 

 

4. おわりに 

本報（その 3）では，既報（その 1，2）で示すことが

出来なかった制振部材の塑性化および地震動の影響を考

慮した実効変形比の予測手法の提案および精度検証を行

った。本予測手法は上層を除き，十分な精度を有した。 
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図 4 復元力特性 
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図 6 実効変形比αeの予測値αes, αes,eqの精度検証 
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